
第1節　地域コミュニティーとの連携
	1	 市民生活の中での活動や社会に貢献する活動
防衛省・自衛隊は、地方公共団体や関係機関な
どからの依頼に基づき、様々な分野で民生支援活
動を行っている。これらの活動は、自衛隊への信
頼をより一層深めるとともに、隊員に誇りと自信
を与えている。
陸自は、全国各地で発見される不発弾の処理に
あたっており、平成26年度の処理実績は約1,560
件（約57.1トン）で、沖縄県での処理量が全体の
約40％を占めている。海自は、機雷などの除去・
処理を行っており、平成26年度の処理実績は約
333個（約4.8トン）であった。
また、駐屯地や基地を部隊活動に支障のない範
囲で開放するなど、地域住民との交流に努めてい
るほか、各種の運動競技会などにおいて輸送など
の支援を行っている。加えて、一部の自衛隊病院
などにおける一般診療、離島の救急患者の緊急輸
送など地域医療を支えている。さらに、国などの

方針1を踏まえ、分離・分割発注2の推進や同一資
格等級区分内の者による競争の確保3など、効率
性にも配慮しつつ、地元中小企業の受注機会の確
保も図っていく。

「姫路城大天守保存修理事業完成記念式典」において
姫路城上空を飛行するブルーインパルス（15（平成27）年3月26日）

資料72（市民生活の中での活動）、資料73（社会に貢献
する活動）

	2	 地方公共団体などによる自衛隊への協力
厳しい募集および雇用環境の中、質の高い人材
を確保し、比較的若い年齢で退職する自衛官の再
就職を支援するためには、地方公共団体や関係機
関の協力が不可欠である。
また、自衛隊の駐屯地や基地は、地域社会と密
接なかかわりを持っており、自衛隊が教育訓練や

災害派遣など各種の活動を行うためには、地元か
らの様々な支援・協力が不可欠である。さらに、
国際平和協力業務などで国外に派遣される部隊
は、関係機関から派遣にかかる手続きの支援・協
力を受けている4。

	3	 地方公共団体および地域住民の理解および協力を確保するための施策
地方防衛局は、部隊や地方協力本部などと連携
し、地方との協力関係の構築に努めている。具体
的には、防衛政策や米軍再編についての説明や調
整を行うほか、地域住民を対象とした防衛問題セ

ミナーの開催や、在日米軍施設・区域周辺の住民
と米軍関係者やその家族との日米交流事業を行っ
ている。また、各種事態や事件・事故の発生の際
に必要な連絡調整にあたっている。

参 照

1	 正式名称は、「中小企業者に関する国等の契約の方針」（14（平成26）年6月27日閣議決定）
2	 たとえば、一般競争入札に付す際に、商品などを種類ごとにグルーピングし、当該グループごとに落札者を決定する方法
3	 A～D等級に分類された入札参加資格のうち、中小企業が多くを占めるCまたはD等級のみで競争すること
4	 こうした支援などに加え、隊員に対しても、国民からの激励の手紙などが多数寄せられている。これらは、隊員の士気を高め、自衛隊が国民とともにあるこ

とへの自覚を強くするものである。
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	4	 防衛施設と周辺地域との調和を図るための施策
	1	 防衛施設の規模と特徴

防衛施設5は、用途が多岐にわたり、広大な土地
を必要とするものが多い。一方、在日米軍施設・
区域（専用施設）の土地面積のうち約24％は、日
米地位協定により自衛隊が共同使用している。ま
た、多くの防衛施設の周辺地域で都市化が進んだ
結果、防衛施設の設置・運用が制約されるという
問題が生じている。また、航空機の頻繁な離着陸
などが、周辺地域の生活環境に騒音などの影響を
及ぼすという問題もある。

図表Ⅲ-4-1-1（自衛隊施設（土地）の状況）、図表Ⅲ-4-
1-2（在日米軍施設・区域（専用施設）の状況）

	2	 	防衛施設と周辺地域との調和を図るための
取組

防衛施設は、わが国の防衛力と日米安全保障体
制を支える基盤として、わが国の安全保障に欠く
ことのできないものであり、その機能を十分に発
揮させるためには、防衛施設と周辺地域との調和
を図り、周辺住民の理解と協力を得て、常に安定

して使用できる状態に維持することが必要である。
このため、防衛省は、74（昭和49）年来、「防衛施
設周辺の生活環境の整備等に関する法律」（環境整
備法）などに基づき、防衛施設と周辺地域との調
和を図るための施策を行ってきたところである。

図表Ⅲ-4-1-3（防衛施設と周辺地域との調和を図るため
の施策）
資料74（防衛施設周辺地域の生活環境の整備などの施策
の概要）

（1）環境整備法の施策
自衛隊や米軍の行為あるいは飛行場をはじめと

する防衛施設の設置・運用によりその周辺地域に
おいて生じる航空機騒音などの障害について、防
衛省は環境整備法に基づき、その防止、軽減、緩
和などの措置を講じてきた。さらに、関係地方公
共団体などからの要望などを踏まえ、11（平成
23）年に同法を一部改正し、特定防衛施設周辺整
備調整交付金について、医療費の助成などのいわ
ゆるソフト事業への交付を可能とするための見直
しを行ったほか、交付対象となる防衛施設の追加
などを行った。また、住宅防音工事を重点的に実

参 照

参 照

自衛隊施設（土地）の状況図表Ⅲ-4-1-1

（2015.1.1現在）

地域別
分布

用途別

0 20

（注）計数は、四捨五入によっているので計と符合しないことがある。

40 60 80 100
（％）

北海道地方
42％  約459km2

飛行場  7％  約81km2

営舎  5％  約54km2

その他  13％  約140km2

中部地方　　　　  
16％  約178km2

東北地方  14％  約147km2
九州地方  12％  約135km2

関東地方  5％  約57km2
その他  10％  約111km2

演習場  75％  約812km2

計 約1,087km2 （国土面積の約0.3％）

在日米軍施設・区域（専用施設）の状況図表Ⅲ-4-1-2

（2015.1.1現在）

地域別
分布

用途別

（％）

沖縄県  74％  約227km2

飛行場  20％  約60km2

倉庫  13％  約40km2

その他  14％  約43km2

関東地方  11％  約35km2

東北地方  8％  約24km2

その他  7％  約22km2

演習場　53％  約164km2

0 20 40 60 80 100

計 約307km2 国土面積に占める割合　0.08％

（注）計数は、四捨五入によっているので計と符合しないことがある。

5	 自衛隊が使用する施設と日米安保条約に基づき在日米軍が使用する施設・区域の総称
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施し、その進捗を図っている。
なお、特定防衛施設周辺整備調整交付金につい
ては、14（同26）年4月からPDCAサイクルの徹
底を図る取組などにより、交付金の効果の向上を
図っている。

資料75（防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律
の一部改正）

（2）	今後の防衛施設と周辺地域との調和を図るた
めの検討
防衛省としては、防衛施設と周辺地域との調和
を図るための施策のあり方について、関係地方公

共団体からの要望などを踏まえ、厳しい財政事情
を勘案し、より実態に即した効果的かつ効率的な
ものとなるよう引き続き検討している。

図表Ⅲ-4-1-4（平成27年度基地周辺対策費（歳出ベース））

第2節　情報発信や情報公開など
	1	 様々な広報活動
防衛省・自衛隊の活動は、国民一人ひとりの理
解と支持があって初めて成り立つものであり、分
かりやすい広報活動を積極的に行い、国民の信頼
と協力を得ていくことが重要である。
内閣府の「自衛隊・防衛問題に関する世論調査」

（15（平成27）年1月調査）によれば、国内外に広
がる自衛隊の活動に対し、国民からの期待と評価
が高まっている。この結果を踏まえ、防衛省・自
衛隊の実態がより理解されるように、今後も様々
な広報活動に努めていく。

資料76（「自衛隊・防衛問題に関する世論調査」抜粋）
車座ふるさとトーク（香川県善通寺市）において地域住民と意見交換する

左藤防衛副大臣

参 照

参 照

参 照

防衛施設と周辺地域との調和を図るための施策図表Ⅲ-4-1-3

目　的 施　策 事　業　内　容

騒音障害を防ぐ

防音工事の助成
○�小・中学校・幼稚園などの教育施設、病院・診療所などの医療施設、保育所、�
老人デイサービスセンター、特別養護老人ホームなどの社会福祉施設

○住宅

移転補償など

○�建物の移転などの補償
○�土地の買入れ
○�移転先地の住宅などの用に供する土地にかかる道路、水道、排水施設その他の�
公共施設整備

緑地帯の整備 ○植樹、草地整備など
騒音以外の障害を防ぐ 障害を防ぐ工事の助成 ○�用水路、ため池、道路、河川改修、テレビ放送の共同受信施設など

生活・事業上の
障害をやわらげる 民生安定施設の助成

○�道路、無線放送施設、養護老人ホーム、消防、公園、ごみ処理施設、老人福祉センター、
学習等供用施設など

○農業用施設、漁業用施設など
周辺地域への

影響をやわらげる
特定防衛施設周辺
整備調整交付金の交付

○�交通・レクリエーション・社会福祉施設などの公共用施設の整備
○�医療費・コミュニティバスの運営費・学校施設等耐震診断費など※

※環境整備法の一部改正（11（平成23）年4月27日施行）により新たに追加

平成27年度基地周辺対策費（歳出ベース）図表Ⅲ-4-1-4
（単位：億円）

事　項 本土分 沖縄分
障害防止事業 103 19
騒音防止事業 423 79
移転措置 37 3

民生安定助成事業 212 19
道路改修事業 67 4

周辺整備調整交付金 166 29
その他事業 18 6
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